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項     目 主 な 取 組 み 状 況 等 所     見 回   答 

１．運賃等に関する事項 

（１）運賃の誤収受関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ ＪＲ西日本からの報告によれば、平成２

６年４月から今回の業務監査時点までの

間における運賃の誤収受・誤表示が３９件

発生しており、非常に多いものとなってい

る。 

そのうち、主なものは、以下のとおりで

ある。 

① ワンマン列車において、運転士が自動放

送装置操作盤の起動ボタンを押下するこ

とにより、整理券の発行、ワンマン放送等

を制御しているが、当該起動ボタンを押下

することを失念したこと等による整理券

の誤発行が１４件 

② 自動券売機のつり銭を準備する際、誤っ

て１００円硬貨のつり銭収納箇所に１０

円硬貨を、１０円硬貨のつり銭収納箇所に

１００円硬貨を収納したこと等による誤

収受が１１件 

 

・  誤収受等が発生した際の利用者への対応

については、誤収受等の内容をプレス発表

や駅へのポスター掲示等で周知するとと

もに、申し出があった利用者に対しては返

 

・  運賃・料金の正確な収受は、

運賃制度を適正に運用するた

めの基本であり、今後とも、利

用者との信頼が損なわれない

よう、誤収受等の再発防止及び

正確な運賃・料金の収受に努め

ることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 誤収受等の再発防止とし

て、ワンマン列車において

は、運転士に対し自動放送装

置操作盤の起動ボタンを確

実に押下するよう徹底して

まいります。 

  また、自動券売機において

は、つり銭自動振り分け機能

付きの自動券売機への置き

換えを進めるとともに、つり

銭誤投入防止作業手順書の

改定を行い、係員の確認項目

を絞り必要なチェックを確

実に行うよう、手順書の周知

等による係員教育を行って

まいります。 

  以上のような取り組みを

通じて、正確な運賃・料金の

収受を行ってまいります。 
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金の対応を行っていることを確認した。 

 

・  再発防止対策について、①については、

運転士に対して、自動放送装置操作盤の起

動ボタンの確実な押下を徹底するととも

に、仮に起動ボタンの押下を失念した場合

においても速やかに車両内で利用者への

対応を行うことにより、再発防止に努めて

いることを確認した。 

②については、自動券売機につり銭誤投

入防止センサー（つり銭誤放出を未然に防

ぐとともにブザー鳴動で駅係員に知らせ

る機能）を取り付けるとともに、つり銭誤

投入防止センサーの取り付けができない

自動券売機については、つり銭自動振り分

け機能がついた自動券売機への置き換え

を進めていることを確認した（現在、自動

券売機が約２，０５０台、うち、つり銭誤

投入防止センサー付きの自動券売機が約

７００台、つり銭自動振り分け機能付きの

自動券売機が約７９０台、つり銭誤投入防

止センサーの取り付けができない自動券

売機が約５６０台となっている）。また、

関係社員に対しては、つり銭誤投入防止作

業手順書に定められた取扱いを確実に行

うよう指導するとともに、現在、ダブルチ
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（２）福祉割引について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．輸送障害等発生時におけ

る対応方法に関する事項 

（１）輸送障害等発生時にお

ける利用者への対応 

 

ェック方法による確認体制を強化するな

どの内容を盛り込んだ当該手順書の改正

を作業中であり、再発の防止に努めている

ことを確認した。 

 

・  ＪＲ西日本においては、身体障害者及び

知的障害者に対する運賃の割引措置が既

に導入されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  鉄道事故又は災害等により列車の運転に

多大な支障を来す事態が生じた場合につ

いては、「鉄道事故及び災害応急処置準則」

 

 

 

 

 

・  精神障害者に対しても、身

体障害者及び知的障害者と同

様に運賃の割引措置の適用対

象とするよう、障害者団体等か

らの度重なる要請があり、国会

においても、繰り返し取り上げ

られるなど、多くの声が寄せら

れている。こうした状況を踏ま

え、精神障害者についても、身

体障害者等を対象として実施

している各種運賃割引の適用

の対象とすることについて、更

なる理解と協力を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 公共割引は、本来、公的部

門による社会福祉政策の一

環として行うべきものと考

えております。 
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（２）輸送障害等発生時にお

ける利用者への情報提供 

 

 

 

 

 

 

等に基づき、本社安全推進部に集約された

情報を基に、鉄道事故・災害等の規模に応

じて社内の体制区分を定めており、事故・

災害の規模が大きいことが予想される場

合には、社長又は鉄道本部長等を対策本部

長とする対策本部を設置し、予め指定した

社員の動員を行い、出動者を班別に割り当

ててそれぞれの役割分担の下、利用者の救

護を最優先とし、事故の復旧に努めること

としている。 

 

・  また、初期の処置として、応急手配を行

うとともに、併発事故の防止に努め、利用

者を安全な場所に避難させる場合は、車内

放送等により、速やかに利用者を安全な場

所に避難誘導することとしていることを

確認した。 

 

・  鉄道事故・災害等発生時における利用者

への運行情報の提供については、「列車乗

務員作業標準」等に基づき、列車乗務員及

び駅係員等から輸送指令に鉄道事故等の

情報が集約され、「指令業務標準」等に基

づき、鉄道事故等の情報を、駅構内放送、

LED 案内表示器や運行情報ディスプレイ等

により、利用者に対して情報提供を行って

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・   鉄道事故発生時においては、

多数の利用者に混乱、動揺を与

えることになるため、利用者へ

の運行情報の提供に関する取

組み等については、今後ともよ

り一層の向上に努めていくこ

とが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  引き続きお客様への運行

情報の提供について、充実

を図ってまいります。 
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（３）災害発生時における利用者の

避難誘導、帰宅困難者対応について 

 

 

 

 

いることを確認した。また、平常時は広告

等に使用されているデジタルサイネージ

については、異常時にはＮＨＫのニュース

映像に切り替えることによって、利用者へ

の情報提供の充実化を図っている。 

 

・  加えて、平成２６年７月からは、利用者

に対し、タイムリーな運行情報を提供する

ために、スマートフォンアプリ「ＪＲ西日

本 列車運行情報 プッシュ通知アプリ」

のサービスを開始した。当該アプリは、輸

送障害等発生時には、利用者の端末にプッ

シュ通知がされ、影響区間、原因、運転再

開見込み時間、振替輸送の実施状況等を確

認できるようにし、平成２９年４月から

は、ホームページ上で各路線の在線状況が

分かるサービスを開始し、輸送障害等発生

時における利用者の行動判断に資する情

報の拡充に努めている。 

 

・  地震等の大規模災害発生時における利用

者の避難誘導については、昨年度は年 39

回、大規模地震や津波等の発生を想定した

旅客の避難誘導訓練の実施や、DVD による

異常時考動力向上研修などを実施してい

る。特に、南海トラフ地震による被害が想

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・   今後とも、行政機関等が組

織する協議会に参加するなど、

沿線自治体等との連携を強化

し、利用者の避難誘導や帰宅困

難者対策の充実を図っていく

ことが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  引き続き、行政機関等が

組織する協議会に参加する

など、沿線自治体等との連

携を強化するとともに、定

期的な訓練の実施により、

鉄道をご利用されるお客様
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定される和歌山支社管内においては、浸水

区域内にある駅間に、車内から安全に降車

するための降車台や、線路から国道に上る

階段の整備といったハード面の対策を行

うとともに、沿線の住民や高校生を動員し

た避難訓練の実施、運転士の更なる判断力

の向上を目的とした、ＶＲを使用した地

震・津波発生の疑似体験訓練の実施など、

ソフト面での対策を強化していることを

確認した。 

 

・  帰宅困難者対応については、帰宅困難者

の対応を円滑に行うため「帰宅困難者対応

マニュアル」等により、利用者及び帰宅困

難者の対応を円滑に行うため、関係する行

政機関等と事前に協議を行うこととして

おり、利用者の多い駅については、帰宅困

難者対策に係る協議会に参加し、一時待機

場所の確保や一時滞在施設等への誘導、運

行情報に関する情報提供、飲料水・食料等

の提供等、それぞれの地域における役割を

果たすための協議に参画していることを

確認した。なお、３０駅については、飲料

水、保存食等を備蓄し、大規模災害等発生

時における利用者及び帰宅困難者に対す

る対応が図られていることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の避難誘導や帰宅困難者対

策の取り組みを推進してま

いります。 
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３．訪日外国人対応に関する

事項 

 

 

 

 

 

（１）企画乗車券等の取組状

況 

 

 

 

 

 

 

 

・  一時滞在施設等への誘導については、発

災後自治体から情報収集を行い、一時滞在

施設等の開設及び受け入れ開始の連絡が

あった場合は、自治体と連携して必要な誘

導方法をとることとしており、一部の駅に

おいては、自治体に限らず、周辺の学校や

ホテル、旅館を一時滞在施設として開設で

きるよう、連携を行っていることを確認し

た。 

 

・  現在、日本政府では国土交通省を含めた

関係機関が一丸となり、観光立国の実現に

向けて取り組んでおり、近年の訪日外国人

旅行者の急増に対し、鉄道における受入環

境の整備に関しては積極的な取り組みが

求められている。 

 

・ ＪＲ西日本では、訪日外国人旅行者向け

の「Ｋａｎｓａｉ Ａｒｅａ Ｐａｓｓ」等

の各種企画乗車券の開発・販売を行ってい

る。また、関係する鉄道事業者及び自治体

等とも協力・連携した開発にも努めてお

り、その取組みを積極的に実施しているこ

とを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・   平成２９年９月３０日より、

東海道・山陽新幹線の新しいネ

ット予約＆チケットレス乗車

サービスである「スマートＥ

Ｘ」での発売が開始されたとこ

ろであり、現在は国内向けとな

っているが、海外からのインタ

ーネット予約が可能となるよ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  「スマートＥＸ」につい

て、訪日外国人旅行者向け

のサービスを、アメリカ・

オーストラリア・シンガポ

ール・香港・マレーシア・

タイ・台湾で開始していま

す。今後もＪＲ東海と連携

し、対象国を順次拡大して
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（２）異常時(災害時、輸送

障害時)の情報提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  ＪＲ西日本における情報提供の多言語化

の取組については、平成２５年１０月よ

り、京阪神エリアの在来線約１８５駅に３

８０台の「ＡＱＵＯＳ ＰＡＤ」を導入し、

お客様に運行状況等の案内を実施してい

る。 

 

・  近畿エリアの乗降５千人以上の駅及び新

幹線駅約２４０駅に異常時情報ディスプ

レイを整備し、遅延が発生している線区、

運行状況、原因を英語でも案内表示を実施

している。 

う多言語によるサービス開始

がされるよう早期の実施が望

まれる。 

・  今後とも、訪日外国人旅行

者のニーズの把握に努め、企画

乗車券の開発等、訪日外国人旅

行者の利便性向上に向けた取

組みを進めていくことを期待

する。 

 

 

 

 

 

・   今後も訪日外国人旅行者の

増加が見込まれていることか

ら、情報提供の多言語化につい

ての取組みを一層進めていく

ことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

まいります。 

また、弊社エリアの新幹

線・在来線特急列車を海外

から予約できるサービス

（英語・中国語〔繁体字・

簡体字〕・韓国語に対応）

を平成３１年春から開始

する予定です。 

・  訪日外国人旅行者の利便

性向上に向けては、沿線自

治体および事業者と連携

し、引き続き取り組んでま

いります。 

 

・  異常時情報ディスプレイ、

車内ディスプレイを活用し、

多言語での情報提供に取り

組んでまいります。 
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（３）その他訪日外国人旅行

者に対する取組状況 

 

 

 

・   昨今の訪日外国人旅行者の増加による多

言語での案内の必要性が高まっているこ

とから、主要駅にも順次タブレット端末

（ｉＰａｄ）を導入するとともに、配備す

る駅及び台数を増やし、多言語音声翻訳ア

プリ「ＶｏｉｃｅＴｒａ（ボイストラ）」

を活用することで、訪日外国人のニーズに

応えるべく対面での案内にも取り組んで

いる。 

 

・   車内の案内については、平成２７年１月

に山陽新幹線乗務員へタブレット端末（ｉ

Ｐａｄ）を導入し、その後、導入線区を北

陸新幹線や在来線へ拡大してきた。本端末

に搭載した「訪日顧客案内サポートツー

ル」により、あらかじめ登録した文例によ

り外国人利用者へ対面での案内を実施す

るとともに、平成２９年４月には音声再生

機能を追加し、放送案内も可能とするな

ど、案内の充実に取り組んでいる。 

 

・  ＪＲ西日本は、ピクトグラムを表示した

多言語の案内表示や訪日外国人旅行者の

利用の多い駅には、無料公衆無線ＬＡＮの

整備や専任の外国人スタッフによる案内

の実施しており、また、大阪駅では、観光

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・   新幹線へ「はるか」等と同

様の無料 Wi-Fi を導入するこ

とを含め、今後とも訪日外国人

旅行者の受入環境の整備につ

いて、積極的に取り組んでいく

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  新幹線への無料 Wi-Fi に

ついては、平成３０年度か

ら順次導入してまいりま

す。 
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４．視覚障害者等対応に関す

る事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）駅員等による声かけ、

誘導案内の強化 

 

 

 

 

 

 

 

案内、旅行に関する各種相談、チケット販

売など様々なサービスを一体的に提供で

きる「Ｔｒａｖｅｌ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｃｅ

ｎｔｅｒ ＯＳＡＫＡ」を設置するなど

様々な手段を通じて情報提供を行ってい

る。 

 

・   国土交通省鉄道局は、平成２８年８月の

東京メトロ銀座線・青山一丁目駅における

視覚障害者の転落防止事故を受けて、「駅

ホームにおける安全性向上のための検討

会」を設置し、ハード・ソフト両面からの

転落防止に係る総合的な安全対策につい

て、同年１２月に中間とりまとめを行い、

各運輸局を通じて、鉄道事業者に対し文書

にて要請したところである。 

 

・  ＪＲ西日本では、この要請を踏まえ、社

内通達を発出し、視覚障害者に対する声か

けの継続実施について、新幹線管理本部、

近畿統括本部及び各支社に対して周知を

行ったところである。 

 

・  視覚障害者に対する声かけの実施につい

て、視覚障害者が誘導案内を希望した場合

については、乗降車時について誘導案内を

ことを期待する。 

 

 

 

 

 

 

・   事故の防止策の検討ととも

に、引き続きハード・ソフト両

面から安全性確保に向けた取

組を継続することが必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  ハード対策として、ホー

ム柵の設置駅を順次拡大す

るとともに、遠隔セキュリ

ティカメラ等による見守り

を行ってまいります。 

ソフト対策では、駅係員

の接遇能力向上策として

サービス介助士を養成し、

各有人駅に資格取得者が

在勤している状態を目指

します。 

また、視覚障害者、聴覚

障害者、車いす利用者との

ディスカッションを通じ、

案内や誘導における接遇

レベルの向上に努めてま

いります。 

さらに、視覚障害者と駅

係員合同の勉強会を実際
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行い、駅構内で介助者がいない視覚障害者

を見かけた場合については、声かけを行う

とともに誘導案内希望の有無を確認し、誘

導案内を希望しない場合についても可能

な限り乗車するまで見守ることとしてい

る。 

 

・  平成２９年３月１７日より、ＪＲ西日本、

大阪市交通局、近畿日本鉄道と合同で、「ひ

と声で、ひと助け。」キャンペーンを実施

したところであり、一般利用者による視覚

障害者に対する声かけを啓発する取組を

行っている。さらに、同年９月２８日には

ＪＲ西日本、ＪＲ東海、近鉄、京都市交通

局がアクセスする京都駅において、当該鉄

道事業者及び公益社団法人京都府視覚障

害者協会等１１団体が参加して、視覚障害

者がより安心して鉄道を利用できること

を目的に、駅前広場を通行している方に対

して、積極的な声かけを共同で呼びかける

など啓発活動に取り組んでいる。また、同

年９月末からは、ＪＲ西日本において、「お

客様のお役に立てるように積極的にお声

がけします。」キャンペーンを実施し、駅

員による積極的な声かけに取り組んでい

ることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の駅において開催し、ホー

ム端を歩行する方への声

かけ練習や実際に線路上

に降りホームの高さの体

感、転落した場合の退避訓

練などを行ってまいりま

す。 

関西盲導犬協会の後援

会員となり、盲導犬育成に

積極的に協力してまいり

ます。 
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（２）接遇能力の向上に関す

る事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）盲導犬育成等に対する

協力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  ＪＲ西日本は、視覚障害者や車椅子利用

者への案内や誘導を適切に対応できるよ

う、介助、接遇レベルアップ研修を実施し

ており、加えて、関西盲導犬協会の指導員

を講師に招き、また、障害者団体と連携し

た研修も実施しており、積極的な研修制度

の充実に努めている。 

 

・ 平成２７年度より、駅員を中心としてサ

ービス介助士資格を取得させることによ

り接遇能力の向上に努めている。 

 

・ ＪＲ西日本は、旅客への盲導犬訓練への

理解を広く周知するため、駅や車内におい

てポスターを掲出や実施訓練への協力を

行っている。 

 

・  このような各取組みが実施されている

中、平成２９年１０月１日に、阪和線富木

駅において視覚障害者がホームから転落

し、列車と衝突して亡くなられる事故が発

生した。翌日の１０月２日には社内通達を

発出し、事故の発生状況と駅員による「声

かけ・誘導案内・見守り強化」について、

改めて現場に周知徹底したことを確認し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・   事故の防止策の検討ととも

に、引き続きハード・ソフト両

面から安全性確保に向けた取

組みを継続することが必要で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  駅係員による声かけ・見

守りの実施を着実に継続す

る他、乗務員など駅以外の

社員、グループ会社社員も

含めた見守りによりホーム

上の安全性を高めてまいり

ます。さらに共助の呼びか

けも継続して行い、お客様

同士での声かけ・見守りの

風土の醸成にも努めてまい

ります。 
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５．利用者等からの意見等に

関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．その他のサービス等に関

する事項  

（１）無人駅における障害者

等に対する対応 

 

 

 

・  鉄道事業者における輸送サービスの品質

向上の原点は、「利用者の声」ということ

は言うまでも無いが、ＪＲ西日本において

は、お客様センター等の連絡先をホームペ

ージや各駅に掲示されているポスター、時

刻表に記載し、容易に意見等を寄せられる

体制を整えていること、各駅やお客様セン

ターに寄せられた利用者からの意見をデ

ータベース化して、経営層を含めた会社全

体に情報が共有されるとともに、利用者か

らの意見を鉄道本部内の会議等において

分析・検討をし、施策に反映する体制をと

っていること、また、利用者の声が活用さ

れた事例についてホームページ等で周知

することにより、利用者の声が反映されて

いることが実感できる取組みが行われて

いることを確認した。 

 

 

 

 

・  無人駅において、乗降時に介助が必要な

利用者に対する対応については、事前に介

助の申し出があった場合は駅係員を当該

駅に派遣して対応し、事前に介助の申し出

がない場合についても、可能な限り待たせ

・   近年は利用者からのお褒め

の意見が増加しており、今後も

利用者からの意見等について

は、真摯に受け止めるととも

に、利用者の声を活かした更な

るサービス品質の向上への取

組みが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・   無人駅における障害者等へ

の対応については、障害者等の

意見を聴き、また、こうした

方々の利用実体を踏まえなが

ら、必要に応じて改善を図るな

・  お客様からのご意見につ

いては、真摯に受け止める

とともに、更なるサービス

品質の向上に取り組んで

まいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 国土交通省主催の「鉄道

における車椅子利用環境改

善に向けた実務調整会議」

等を通じ、事業者としてよ

りよい、取り扱い、接遇が
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（２）ハンドル形電動車いす 

利用者の対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ないよう対応を行うこととしている。ま

た、介助の申し出に関する連絡先について

は、ホームページ上等で有人駅の連絡先を

案内している。 

 

・ ＪＲ西日本では、ハンドル形電動車いす

利用者の対応については、「バリアフリー

マニュアル」等社内通達により、鉄道にお

ける利用方法を定め、真にハンドル形電動

車いすが必要な利用者についてのみ、利用

を可能としている。 

 

・ ハンドル形電動車いす利用者から連絡を

受けた際には、ハンドル形電動車いす利用

の対応が可能な駅であるかどうかを確認

し、乗車駅及び降車駅に対して乗車日時等

を連絡し、当該駅係員おいてハンドル形電

動車いす利用者の対応を行うこととして

いる。 

・ ハンドル形電動車いす利用者より、連絡

が直接駅にくる場合や駅に来訪された場

合については、乗車駅が対応可能であれば

駅係員が対応するとともに降車駅に連絡

し、連絡を受けた降車駅でも駅係員が対応

にあたる体制がとられている。 

 

ど、引き続き介助が必要な利用

者への案内を適切に行うこと

が求められる。 

 

 

・   ハンドル形電動車いす利用

者の対応については、今後も訪

日外国人旅行者の増加が見込

まれていることや、２０２０年

東京オリンピック・パラリンピ

ック競技大会の開催等を踏ま

え、訪日外国人も含めたハンド

ル形電動車いすの利用条件の

緩和が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

できるよう努めてまいりま

す。 

 

 

 

・  「ハンドル形電動車いすの

公共交通機関等に関する調

査検討委員会」でご議論頂い

ている要件緩和については、

平成３０年４月から社内の

取り扱いを変更し、取り組ん

でまいります。 
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（３）ＩＣカード化に向け

た取り組み 

 

・ ハンドル形電動車いすが利用可能な駅の

情報提供については、ホームページ等によ

り周知されている。 

 

・ ＩＣカードの利便性向上に向けた検討状

況については、これまで順次エリアが拡大

されてきており、平成３０年春には草津線

甲南駅から柘植駅間に、同年夏には北陸線

牛ノ谷駅から新疋田駅間に導入予定とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  今後とも利用者の利便性向

上のため、地域と協力の上、さ

らなるエリア拡大が期待され

る。 

 

 

 

 

 

・  左記の区間に加え、平成３

０年３月には、和歌山線大和

新庄駅から五条駅間に、同年

夏には、山陽本線有年駅から

吉永駅間、赤穂線天和駅から

香登駅間へも拡大するとと

もに、ＩＣＯＣＡエリア内の

またがり利用も実施する予

定です。 

・  引き続き、ご利用実態や効

果及びコスト等を勘案し、ま

た、地域と連携しながら、お

客様の利便性向上に向け、利

用可能駅の拡大について取

り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 


